
宮 崎 県 公 報

宮崎県告示第 262号

森林法（昭和26年法律第 249号）第29条の規定により、農林水産

大臣から、次のとおり保安林の指定を解除する予定である旨の通知

があった。

平成19年３月22日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 解除予定保安林の所在場所 日南市（国有林。次の図に示す部

分に限る。）

２ 保安林として指定された目的 水源のかん養

３ 解除の理由 道路用地とするため

（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県環境森林部自然環

境課及び南那珂農林振興局並びに日南市役所に備え置いて縦覧に

供する。）

宮崎県告示第 265号

漁業災害補償法（昭和39年法律第 158号。以下「法」という。）

第 108条第５項において準用する法第 105条の２第３項の規定によ

る届出を審査した結果、当該加入区に係る法第 108条第２項の規定

による特定第２号漁業者の同意が同項に規定する要件に適合すると

認めた。

平成 19年 ３ 月 22日（木曜日） 第 1864号

頁

規 則

○市町村職員事務引継規則を廃止する規則…………（市町村課）１

告 示

○全国自治宝くじ事務協議会規約の一部変更…………（財政課）１

○保安林の指定の解除予定の通知…………………（自然環境課）１

○地区労働教育委員会規程を廃止する告示………（労働政策課）１

○労働教育諮問委員会規程を廃止する告示………（ 〃 ）１

○漁業災害補償法に基づく特定第２号漁業者の同

意（５件）…………………………………………（水産政策課）１

○道路の区域の変更（５件）………………………（道路保全課）３

○道路の供用の開始（５件）………………………（ 〃 ）４

公 告

○争議行為の通知……………………………………（労働政策課）４

○知事が行う都市計画事業の変更の公告（４件）（都市計画課）５

○落札者等の公告………………………………………………………５

病院局企業管理規程

○県立病院料金等規程の一部を改正する企業管理

規程……………………………………………………………………５

教育委員会告示

○宮崎県指定有形文化財の指定………………………………………６

○宮崎県指定無形民俗文化財の指定…………………………………６
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目 次

規規 則則

市 町 村 職 員 事 務 引 継 規 則 を 廃 止 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

平 成 十 九 年 三 月 二 十 二 日

宮 崎 県 知 事 東 国 原 英 夫

宮 崎 県 規 則 第 十 四 号

市 町 村 職 員 事 務 引 継 規 則 を 廃 止 す る 規 則

市 町 村 職 員 事 務 引 継 規 則 （ 昭 和 五 十 八 年 宮 崎 県 規 則 第 五 号 ） は 、

廃 止 す る 。
附 則

こ の 規 則 は 、 平 成 十 九 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

宮 崎 県 告 示 第 二 百 六 十 一 号

新 潟 市 及 び 浜 松 市 を 全 国 自 治 宝 く じ 事 務 協 議 会 に 加 え る と と も に 、

全 国 自 治 宝 く じ 事 務 協 議 会 規 約 の 一 部 を 変 更 し た の で 、 地 方 自 治 法

（ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 六 十 七 号 ） 第 二 百 五 十 二 条 の 六 の 規 定 に 基 づ

き 、 そ の 例 に よ る こ と と さ れ る 同 法 第 二 百 五 十 二 条 の 二 第 二 項 の 規

定 に よ り 、 次 の と お り 告 示 す る 。

平 成 十 九 年 三 月 二 十 二 日

宮 崎 県 知 事 東 国 原 英 夫

全 国 自 治 宝 く じ 事 務 協 議 会 を 設 け る 地 方 公 共 団 体 に 新 潟 市 及 び 浜

松 市 を 加 え 、 こ れ に 伴 い 全 国 自 治 宝 く じ 事 務 協 議 会 規 約 の 一 部 を 次

の よ う に 変 更 す る 。

第 三 条 第 二 号 中 「 堺 市 」 の 下 に 「 、 新 潟 市 、 浜 松 市 」 を 加 え る 。

附 則

こ の 規 約 は 、 平 成 十 九 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

告告 示示

宮 崎 県 告 示 第 二 百 六 十 三 号

地 区 労 働 教 育 委 員 会 規 程 （ 昭 和 二 十 四 年 宮 崎 県 告 示 第 百 四 十 五 号 ）

は 、 廃 止 す る 。

平 成 十 九 年 三 月 二 十 二 日

宮 崎 県 知 事 東 国 原 英 夫

労 働 教 育 諮 問 委 員 会 規 程 を 廃 止 す る 告 示 を こ こ に 公 表 す る 。

平 成 十 九 年 三 月 二 十 二 日

宮 崎 県 知 事 東 国 原 英 夫

宮 崎 県 告 示 第 二 百 六 十 四 号

労 働 教 育 諮 問 委 員 会 規 程 を 廃 止 す る 告 示

労 働 教 育 諮 問 委 員 会 規 程 （ 昭 和 二 十 五 年 宮 崎 県 告 示 第 三 百 三 十 四

号 ） は 、 廃 止 す る 。

附 則

こ の 告 示 は 、 公 表 の 日 か ら 施 行 す る 。



宮 崎 県 公 報
平成19年３月22日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 266号

漁業災害補償法（昭和39年法律第 158号。以下「法」という。）

第 108条第５項において準用する法第 105条の２第３項の規定によ

る届出を審査した結果、当該加入区に係る法第 108条第２項の規定

による特定第２号漁業者の同意が同項に規定する要件に適合すると

認めた。

平成19年３月22日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 267号

漁業災害補償法（昭和39年法律第 158号。以下「法」という。）

第 108条第５項において準用する法第 105条の２第３項の規定によ

る届出を審査した結果、当該加入区に係る法第 108条第２項の規定

による特定第２号漁業者の同意が同項に規定する要件に適合すると

認めた。

平成19年３月22日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 268号

漁業災害補償法（昭和39年法律第 158号。以下「法」という。）

第 108条第５項において準用する法第 105条の２第３項の規定によ

る届出を審査した結果、当該加入区に係る法第 108条第２項の規定

による特定第２号漁業者の同意が同項に規定する要件に適合すると

認めた。

平成19年３月22日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 269号

漁業災害補償法（昭和39年法律第 158号。以下「法」という。）

第 108条第５項において準用する法第 105条の２第３項の規定によ

る届出を審査した結果、当該加入区に係る法第 108条第２項の規定

による特定第２号漁業者の同意が同項に規定する要件に適合すると

認めた。

平成19年３月22日

宮崎県知事 東国原 英 夫

平成 19年 ３ 月 22日（木曜日） 第 1864号

害 2害

平成19年１月31日同意成立の届出年月日

宮崎市青島３丁目11番１号

有限会社共漁水産

宮崎市青島3丁目4番27号

矢部廣一

発起人の住所及び氏名

宮崎市加入区加 入 区 の 名 称

宮崎市漁業協同組合の地区区 域

小型まき網漁業及び小型定置漁業区 分

平成19年１月31日同意成立の届出年月日

宮崎市大字内海1025番地

泉忠徳

宮崎市大字内海1078番地

根本雄三

発起人の住所及び氏名

宮崎市加入区加 入 区 の 名 称

宮崎市漁業協同組合の地区区 域

旧内海漁業協同組合の地区の者が営む

小型機船底びき網等漁業

区 分

平成19年１月31日同意成立の届出年月日

東臼杵郡門川町庵川西５丁目11番地

和田実

東臼杵郡門川町庵川西６丁目52番地

浜田秀一

発起人の住所及び氏名

庵川加入区加 入 区 の 名 称

庵川漁業協同組合の地区区 域

小型定置漁業区 分

平成19年１月31日同意成立の届出年月日

宮崎市大字内海2169番地７

石田實

発起人の住所及び氏名

宮崎市大字内海5857番地

川蒼秋義

宮崎市加入区加 入 区 の 名 称

宮崎市漁業協同組合の地区区 域

旧内海漁業協同組合の地区の者が営む

小型漁船漁業であって小型機船底びき

網等漁業以外のもの

区 分

平成19年１月31日同意成立の届出年月日

東臼杵郡門川町大字庵川3064番地１

高月雅夫

東臼杵郡門川町大字庵川2578番地１

瀬山清久

発起人の住所及び氏名

庵川加入区加 入 区 の 名 称

庵川漁業協同組合の地区区 域



宮 崎 県 公 報

宮崎県告示第 270号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成19年３月22日から平成19年４月５日まで

宮崎県土木部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成19年３月22日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 271号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成19年３月22日から平成19年４月５日まで

宮崎県土木部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成19年３月22日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 272号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成19年３月22日から平成19年４月５日まで

宮崎県土木部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成19年３月22日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 273号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成19年３月22日から平成19年４月５日まで

宮崎県土木部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成19年３月22日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 274号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成19年３月22日から平成19年４月５日まで

宮崎県土木部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成19年３月22日

宮崎県知事 東国原 英 夫

平成 19年 ３ 月 22日（木曜日） 第 1864号

害 3害

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

190.06.0 〜

17.2

旧児湯郡西米

良村大字板

谷字木之口

368番１地

先から同郡

同村同大字

同字 367番

51地先まで

国道 2

19号

国道

185.010.0 〜

45.4

新

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

24.67.5 〜

10.0

旧都城市上水

流町 977番

６地先から

同市同町 9

78番３地先

まで

高城山

田線

県道46

24.68.7 〜

10.4

新

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

1249.86.0 〜

16.0

旧児湯郡高鍋

町大字上江

字平原1852

番１地先か

ら同郡同町

大字北高鍋

字七反田49

65番３地先

まで

木城高

鍋線

県道304

1249.812.4 〜

22.0

新

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

60.08.0 〜

13.8

旧東諸県郡綾

町大字北俣

字小田爪41

49番１地先

から同郡同

町同大字同

字4184番２

地先まで

綾法ヶ

岳線

県道361

60.08.8 〜

19.4

新

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

58.07.5 〜

11.9

旧日南市大字

萩之嶺字片

平原 848番

１地先から

同市同大字

同字 851番

地先まで

仏坂大

堂津線

県道443

58.011.9 〜

17.8

新

小型漁船漁業であって小型まき網漁業

以外のもの

区 分



宮 崎 県 公 報

宮崎県告示第 275号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成19年３月22日から平成19年４月５日まで

宮崎県土木部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成19年３月22日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 276号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成19年３月22日から平成19年４月５日まで

宮崎県土木部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成19年３月22日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 277号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成19年３月22日から平成19年４月５日まで

宮崎県土木部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成19年３月22日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 278号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成19年３月22日から平成19年４月５日まで

宮崎県土木部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成19年３月22日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 279号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成19年３月22日から平成19年４月５日まで

宮崎県土木部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成19年３月22日

宮崎県知事 東国原 英 夫

労働関係調整法（昭和21年法律第25号）第37条第１項の規定によ

平成 19年 ３ 月 22日（木曜日） 第 1864号

害 4害

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成19年３月25日児湯郡西米

良村大字板

谷字木之口

368番１地

先から同郡

同村同大字

同字 367番

51地先まで

国道 2

19号

国道

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成19年３月22日都城市上水

流町 977番

６地先から

同市同町 9

78番３地先

まで

高城山

田線

県道46

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成19年３月22日児湯郡高鍋木城高県道304

町大字上江

字平原1852

番１地先か

ら同郡同町

大字北高鍋

字七反田49

65番３地先

まで

鍋線

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成19年３月22日東諸県郡綾

町大字北俣

字小田爪41

49番１地先

から同郡同

町同大字同

字4184番２

地先まで

綾法ヶ

岳線

県道361

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成19年３月22日日南市大字

萩之嶺字片

平原 848番

１地先から

同市同大字

同字 851番

地先まで

仏坂大

堂津線

県道443

公公 告告



宮 崎 県 公 報
り、井上病院労働組合から次のとおり争議行為を行う旨の通知があ

った。

平成19年３月22日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 争議行為の目的

賃金及び職員増員等の要求のため

２ 争議行為の日時

平成19年３月23日 午前８時30分から問題解決に至るまで

３ 争議行為を行う場所

宮崎市大字芳士80番地

医療法人清芳会井上病院内

４ 争議行為の概要

ストライキを含むあらゆる形態の争議行為

都市計画法（昭和43年法律第 100号）第63条第１項の規定により、

平成13年宮崎県公告第９号による次の事業計画の変更の認可を受け

たので、同法第66条の規定に基づき、公告する。

平成19年３月22日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 都市計画事業の種類及び名称

日向延岡新産業都市計画都市高速鉄道事業 九州旅客鉄道株式

会社日豊本線

２ 施行者の名称

宮崎県

３ 事務所の所在地及び名称

日向市中町２の14 宮崎県日向土木事務所

４ 事業地

変更なし

都市計画法（昭和43年法律第 100号）第63条第１項の規定により、

平成13年宮崎県公告第９号による次の事業計画の変更の認可を受け

たので、同法第66条の規定に基づき、公告する。

平成19年３月22日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 都市計画事業の種類及び名称

日向延岡新産業都市計画道路事業 ７・７・２号北町側道

２ 施行者の名称

宮崎県

３ 事務所の所在地及び名称

日向市中町２の14 宮崎県日向土木事務所

４ 事業地

変更なし

都市計画法（昭和43年法律第 100号）第63条第１項の規定により、

平成13年宮崎県公告第９号による次の事業計画の変更の認可を受け

たので、同法第66条の規定に基づき、公告する。

平成19年３月22日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 都市計画事業の種類及び名称

日向延岡新産業都市計画道路事業 ７・７・３号高砂側道

２ 施行者の名称

宮崎県

３ 事務所の所在地及び名称

日向市中町２の14 宮崎県日向土木事務所

４ 事業地

変更なし

都市計画法（昭和43年法律第 100号）第63条第１項の規定により、

平成13年宮崎県公告第９号による次の事業計画の変更の認可を受け

たので、同法第66条の規定に基づき、公告する。

平成19年３月22日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 都市計画事業の種類及び名称

日向延岡新産業都市計画道路事業 ７・７・４号中町側道

２ 施行者の名称

宮崎県

３ 事務所の所在地及び名称

日向市中町２の14 宮崎県日向土木事務所

４ 事業地

変更なし

落札者等の公告

一般競争入札により落札者を決定したので、次のとおり公示する。

平成19年３月22日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 落札に係る購入物品及び数量

教職員業務用パソコン 305台

２ 契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

宮崎県出納事務局物品管理課調達担当 宮崎市橘通東２丁目10

番１号

３ 落札者を決定した日

平成19年１月17日

４ 落札者の氏名及び住所

宮崎リコー株式会社 宮崎市花ヶ島町大原2361番地１

５ 落札金額

51,848,475円

６ 一般競争入札の公告を行った日

平成18年12月４日

平成 19年 ３ 月 22日（木曜日） 第 1864号

害 5害

県 立 病 院 料 金 等 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 企 業 管 理 規 程 を こ こ に 公 表

す る 。
平 成 十 九 年 三 月 二 十 二 日

宮 崎 県 病 院 局 長 植 木 英 範

宮 崎 県 病 院 局 企 業 管 理 規 程 第 一 号

県 立 病 院 料 金 等 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 規 程

県 立 病 院 料 金 等 規 程 （ 平 成 十 八 年 宮 崎 県 病 院 局 企 業 管 理 規 程 第 十

二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

別 表 の 四 の 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

病院局企業管理規病院局企業管理規程程

四 文 章

作 成 手

数 料

死 亡 診 断 書

病 歴 書

死 体 検 案 書

障 害 診 断 書

裁 判 関 係 診 断 書

生 命 保 険 又 は 恩

給 診 断 書

海 外 移 住 関 係 診

断 書
交 通 事 故 診 断 書

特 定 疾 患 診 断 書

そ の 他 の 診 断 書

自 動 車 損 害 賠 償

責 任 保 険 治 療 費

一 通 に つ き

同
同

同
同

同
同

同
同

同
同

三 千 百 五 十 円

二 千 百 円

三 千 三 百 九 十 五 円

三 千 三 百 九 十 五 円

四 千 二 百 円

四 千 二 百 円

二 千 百 円

四 千 二 百 円

三 千 三 百 九 十 五 円

二 千 百 円

三 千 三 百 九 十 五 円

同 一 の 文 書 を 同 時 に

二 通 以 上 発 行 す る 場

合 の 二 通 目 以 降 の 文

書 作 成 手 数 料 は 、 一

通 に つ き 上 記 金 額 の

二 分 の 一 に 相 当 す る

金 額 （ そ の 額 に 一 円

未 満 の 端 数 が あ る と

き は 、 こ れ を 切 り 捨

て た 額 ） と す る 。



宮 崎 県 公 報

宮崎県教育委員会告示第１号

宮崎県文化財保護条例（昭和31年宮崎県条例第15号）第４条第１

項の規定により、次の物件を宮崎県指定有形文化財に指定する。

平成19年３月22日

宮崎県教育委員会委員長 江 藤 利 彦

宮崎県教育委員会告示第２号

宮崎県文化財保護条例（昭和31年宮崎県条例第15号）第26条第１

項の規定により、次の表に掲げる無形の民俗文化財を宮崎県指定無

形民俗文化財に指定する。

平成19年３月22日

宮崎県教育委員会委員長 江 藤 利 彦

平成 19年 ３ 月 22日（木曜日） 第 1864号

害 6害

附 則

こ の 規 程 は 、 平 成 十 九 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

明 細 書

出 生 証 明 書

意 見 書

症 状 調 査 書

そ の 他 の 証 明 書

同
同

同
同

二 千 百 円

三 千 三 百 九 十 五 円

四 千 二 百 円

千 百 三 十 五 円

教育委員会告教育委員会告示示

所 有 者所 在 地名 称種 別

延 岡 市延岡市天神小路 255番地

１内藤記念館

内藤家旧蔵

能狂言面

県指定有形

文化財

延 岡 市延岡市天神小路 255番地

１内藤記念館

檜垣桐唐草

蒔絵面箱

県指定有形

文化財

保存団体所 在 地名 称種 別

深角団七踊保存

会

日之影町深角地

区

深角団七踊り県指定無形

民俗文化財
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